様式第１６（第４０条関係）（第一面から第三面まで）

	認定申請書

申請年月日　 　2021年　7月　21日
　
　　経済産業大臣　殿
（あずびる）
                              　一般事業主の氏名又は名称 アズビル株式会社
（やまもと　きよひろ）
                             （法人の場合）代表者の氏名  山本　清博     印
住所　〒100-6419 東京都千代田区丸の内2-7-3 （東京ビル）

法人番号　9010001096367　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　情報処理の促進に関する法律第３１条の認定を受けたいので、下記のとおり申請します。

	記
情報処理システムの運用及び管理に関する指針に関する取組の実施状況

　(1) 企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	1 azbilレポート2020
2 2019年度決算説明会
3 2020年度 上期決算 補足説明資料

	公表日
	1 azbilレポート2020　2020年9月18日
2 2019年度決算説明会　2020年5月20日
3 2020年度 上期決算 補足説明資料　2020年11月5日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	1 azbilレポート2020　2　P.19、23、7　（1-1）
https://www.azbil.com/jp/ir/library/annual/__icsFiles/afieldfile/2020/09/17/report2020.pdf
2 2019年度決算説明会　P.5～6、27～38　（1-3）　
https://www.azbil.com/jp/ir/library/result/__icsFiles/afieldfile/2020/05/20/azbil_FY2019_4Q_amm-j.pdf
3 2020年度 上期決算補足説明資料 P.23～P.29（1-3）
https://www.azbil.com/jp/ir/library/result/__icsFiles/afieldfile/2020/11/05/azbil_FY2020_2Q_amm-j.pdf

	記載内容抜粋
	社会構造の変化（国内労働人口減少、インフラ等の社会資本老朽化、ウイルスとの共生等）、価値観の変化（働き方改革等）、気候変動、IoT、AI、クラウドといった技術潮流の変化により解決すべき新たな課題が顕在化している。こうした中、アズビルグループのオートメーション技術・製品・サービス（ソリューション）が果たすべき役割・機会が拡大しており、DX（デジタルトランスフォーメーション）を通じた“仕事と働き方の創造”により、更なる提供価値向上の実現が可能となっている。こうした事業展開はすなわちSDGsを道標とした持続可能な社会へ「直列」に繋がる貢献であり、自らの成長を併せて実現するものである。
· 価値創造ストーリー、ビジネスモデルはazbil report（統合報告書）にて図解
なお、この展開にあたっては、持続的成長に向けた以下３つの事業領域に注力していく。
●新オートメーション領域開拓
（モノと情報の融合による産業構造変革への対応）
●環境・エネルギー分野拡大
（長期的な課題である環境負荷低減、エネルギー需要抑制、再生可能エネルギー融合へのソリューション提供）
●ライフサイクル型事業強化
（顧客事業の展開ステージに合わせた提供価値）

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	取締役会にて承認された中期経営計画に基づき、経営方針、経営環境、対処すべき課題等について決算短信・事業報告書/招集通知記載内容を作成、記載内容を取締役会で承認得た後に開示。azbil report（統合報告書）記載内容は、中期経営計画並びに上記開示文書を基に編集を実施。



(2) 企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	1 azbilレポート2016
2 azbilレポート2018
3 azbilレポート2020

	公表日
	1 azbilレポート2016　2016年8月1日
2 azbilレポート2018　2020年8月9日
3 azbilレポート2020　2020年9月18日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	3 azbilレポート2020　P.20　（2-1,2-2）
https://www.azbil.com/jp/ir/library/annual/__icsFiles/afieldfile/2020/09/17/report2020.pdf

	記載内容抜粋
	アズビルグループは、その強みとするオートメションに関わる製品・アプリケーション、現場で蓄積したエンジアリング・サービス力とIoT、AI、クラウドといった先進技術を融合させることで当社グループならではのDX（デジタルトランスフォーメーション）を推進し、お客様に新たな価値を提供する。
このため、MEMS、センサパッケージング技術を活用したデバイスを開発、製品に実装。また、AI、クラウド技術、ビッグデータを活用したスマート保安ソリューション、VPP（バーチャルパワープラント）等の事業に取組んでいる。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	取締役会にて承認された中期経営計画に基づき、経営方針、経営環境、対処すべき課題等について決算短信・事業報告書/招集通知記載内容を作成、記載内容を取締役会で承認得た後に開示。azbil report（統合報告書）記載内容は、中期経営計画並びに上記開示文書を基に編集を実施。



　　① 戦略を効果的に進めるための体制の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	③　azbilレポート2020　 P.21、P.72 (2-1-1)
https://www.azbil.com/jp/ir/library/annual/__icsFiles/afieldfile/2020/09/17/report2020.pdf


	記載内容抜粋
	2020年4月、IT商品企画、商品開発、運用をazbilグループ全体で推進することを目的として「Iソリューション推進部」を設立。併せて、クラウド運用体制を統一的に強化することを目的に「クラウド運用センター」を設立。
人材確保・育成の観点からは、ITを活用した各種製品・サービスの開発・拡大、エンジニアリング・設計等の業務効率化に向けて、ソフトウエアエンジニアリング教育等を人材育成・活用を業務とするアズビル・アカデミーにて実施。



　　② 最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	1 azbilレポート2016　P.12 (2-2-1)
https://www.azbil.com/jp/ir/library/annual/__icsFiles/afieldfile/2017/06/19/report2016.pdf
② azbilレポート2018  P.23-24 (2-2-1)
https://www.azbil.com/jp/ir/library/annual/__icsFiles/afieldfile/2018/09/28/report2018.pdf


	記載内容抜粋
	業務の標準化、効率化を進め、グローバルでの事業展開を促進するために「全社基幹情報システム」を2015年に構築し、国内外グループ企業への順次導入を進めてきた。



(3) 戦略の達成状況に係る指標の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	azbilレポート2020

	公表日
	　　　　2020年　　9月　　18日 

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	azbilレポート2020　26、29、69
https://www.azbil.com/jp/ir/library/annual/__icsFiles/afieldfile/2020/09/17/report2020.pdf


	記載内容抜粋
	オートメーション、エネルギーマネージメント、メンテナンスサービスで、2030年度目標として、お客様の現場におけるCO2削減効果目標を340万トンCO2/年とした。
現場作業のバックオフィス化、業務効率向上のための各種システム改修、新規ツール導入等の「働きの創造」を全社で進めており、その取り組みの成果も含めた指標として、2030年度、azbilグループで働くことに満足している社員の比率65%以上、一年間で仕事を通じて成長を実感する社員の比率65%以上を設定している。



(4) 実務執行総括責任者による効果的な戦略の推進等を図るために必要な情報発信
	発信日
	①azbilレポート2020　2020年9月18日
2 2019年度決算説明会　2020年5月20日
3 2020年度 上期決算 補足説明資料　2020年11月5日

	発信方法
	1 [bookmark: _GoBack]azbilレポート2020　P.20、37、41、45(4-1)
アズビルレポート2020の社長インタビュー記事他
https://www.azbil.com/jp/ir/library/annual/__icsFiles/afieldfile/2020/09/17/report2020.pdf

2  2019年度決算説明会　 P.30～35（4-1）
2019年度決算説明会にて社長より説明
https://www.azbil.com/jp/ir/library/result/__icsFiles/afieldfile/2020/05/20/azbil_FY2019_4Q_amm-j.pdf

3 2020年度上期決算補足説明資料 P.23～P.29（4-1）
2020年度上期決算説明会にて社長より説明
https://www.azbil.com/jp/ir/library/result/__icsFiles/afieldfile/2020/11/05/azbil_FY2020_2Q_amm-j.pdf


	発信内容
	持続的成長が見込める3つの事業領域において、DX（デジタルトランスフォーメーション）を推進するため、アズビルグループ技術研究・商品開発力の強化を「システム・ソリューション開発力」と「計測機器・制御機器開発力強化」の2極の観点から実施。
azbilグループの３つの事業セグメントにおける進捗は次の通り。
BA事業：
BIM（Building Information Modeling）等を活用したIT化の推進。製品ラインナップと機能の強化、製品とサービスの融合、他社との協業も含めたオープンイノベーションを推進中。
AA事業：
営業支援ツールの導入、AI、クラウド、ビッグデータを活用したスマート保安ソリューション（異常予兆検知・AI設備診断）等の“新しいオートメーション”ビジネスを開発、展開
LA事業：
メーター販売の専業体制から、azbilグループのシナジーを活かし、他社との協業も含めて、製品の高付加価値化、ラインナップ拡大に取り組み、SMaaS（Smart Metering as a Service）事業への転換に取組み中。



　(5) 実務執行総括責任者が主導的な役割を果たすことによる、事業者が利用する情報処理システムにおける課題の把握
	実施時期
	2020年10月30日

	実施内容
	DX推進指標の自己診断を行い、IPAの自己診断結果入力サイトより入力し提出



　(6) サイバーセキュリティに関する対策の的確な策定及び実施
	実施時期
	　　　　2020年4月1日　～2021 年　3 月31日
定期的に実施

	実施内容
	経営に重大な影響を与える可能性のあるリスクについて、部門の責任者などで構成された「総合リスク管理部会」にて網羅的に洗い出した上で、リスク管理担当役員を統括責任者とする「総合リスク委員会」で「azbilグループ重要リスク」を選定し、取締役会にてこれらを審議・決定。決定したリスクについては、経営会議及びazbilグループ推進会議において対策の立案から実施、取締役会への結果報告に至るまでのマネジメントの仕組みを構築してリスクの軽減に努めています。グループ各社では、上記に加えて各社固有の重要リスクについても各社の取締役会で決定し、リスク軽減対策を実施。



（注）(1)～(3)の取組において公表先のURLを提出しない場合は次の①の書類を、(4)の取組において情報発信内容を確認できるウェブサイトのURLを提出しない場合は、次の②の書類を添付すること。また、必要に応じて③、④の書類を添付できる。
1 (1)～(3)の取組における、公表を行っていることを明らかにする書類（公表先のウェブサイトの画面を印刷した書類等）
2 (4)の取組における、情報発信を行っていることを明らかにする書類（情報発信内容を確認できるウェブサイトの画面を印刷した書類等）
3  (1)の取組における企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性、(2) の取組における戦略を補足説明するための書類（最新の情報処理技術の変化による影響を踏まえた観点から決定していることを説明する書類等）
4 (5)～(6)の取組における、実施内容を補足説明するための書類



備考．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。


様式第１６（第４０条関係）（第四面）

（記載要領）
１．「申請年月日」欄は、経済産業大臣に認定申請書を提出する年月日を記載すること。
２．「一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所」欄は、氏名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかにより記載すること。一般事業主が法人の場合にあっては、住所については主たる事務所の所在地を記載すること。
３．一般事業主が法人の場合であって法人番号が記入されている場合は、一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所の記載を省略することができる。
４．申請内容は正しく記載すること。認定後、虚偽または不正の申請を行ったことが判明した場合には、認定の取消し等所要の措置を講ずることがある。

